
か
ら

ま
で

都道府県コード

口　　座　　番　　号

年　度 ※ 処　　理　　事　　項

事 業 年 度 （ 算 定 期 間 ） 申 告 区 分

加 入 者

都道
府県

所在地及び法人名

そ
の
他

決
定

更
正

修
正

確
定

予
定

中
間 （ ）

法人税割額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

付加価値割額

延 滞 金

計

計
（１０～１４）

計
（０５～０９）

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

０１

０２

０３

０４

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

合 計 額 １６

納 期 限

課税事務所

年 月 日 領

収

日

付

印

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

法
人
道
府
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

管　理　番　号

上記のとおり領収しました。（納税者保管）

◎この納付書は、３枚１組の複写式とな
っていますので、切り離さずに提出し
てください。

か
ら

ま
で

都道府県コード

口　　座　　番　　号

年　度 ※ 処　　理　　事　　項

事 業 年 度 （ 算 定 期 間 ） 申 告 区 分

加 入 者

都道
府県

所在地及び法人名

そ
の
他

決
定

更
正

修
正

確
定

予
定

中
間 （ ）

法人税割額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

付加価値割額

延 滞 金

計

計
（１０～１４）

計
（０５～０９）

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

０１

０２

０３

０４

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

合 計 額 １６

納 期 限

課税事務所

年 月 日 領

収

日

付

印

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

法
人
道
府
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

管　理　番　号

法 人 　 　 納 付 書公道府県民税
事　業　税

特 別 法 人 事 業 税

日　計

円

口

上記のとおり納付します。
金融機関

又は郵便局保管（ ）

か
ら

ま
で

都道府県コード

口　　座　　番　　号

年　度 ※ 処　　理　　事　　項 管　理　番　号

事 業 年 度 （ 算 定 期 間 ） 申 告 区 分

加 入 者

都道
府県

所在地及び法人名

そ
の
他

決
定

更
正

修
正

確
定

予
定

中
間 （ ）

法人税割額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

付加価値割額

延 滞 金

計

計
（１０～１４）

計
（０５～０９）

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

０１

０２

０３

０４

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

合 計 額 １６

納 期 限

課税事務所

年 月 日 領

収

日

付

印

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

法
人
道
府
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

法人 　 　 領収済通知書 公道府県民税
事　業　税

特 別 法 人 事 業 税

指定金融
機 関 名
（取りまとめ店）

取りまとめ局

上記のとおり通知します。（都道府県保管）

法人 　 　 領 収 証 書公道府県民税
事　業　税

特 別 法 人 事 業 税 第
十
二
号
の
二
様
式
（
用
紙
縦
百
七
十
八
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
横
八
十
五
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
）（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

（
第
一
片
）

（
第
二
片
）

（
第
三
片
） [

]

別
紙
九
十
四
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